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会議室予約要領

1. 目的

会の運営をスムーズに行うために会議室予約方法について定める。

2. 予約と解約、結果の連絡、役員への報告

２-1.予約

年間計画等により、会議の徴集責任者又は代表者は会議室を予約する。

会場施設（マイク、プロジェクター、PCなど）を使用する場合は同時に予約する。

＜予約者（パスワード所有者）＞
①総会・例会・理事会：総務部、②公開講座：事業部、各部会：部会長、　　

③その他、環境大学修了生の会として利用する場合：利用する代表者

2-2.解約

解約については他の団体の迷惑にならないように会議中止が分かった時点ですみやかに予約者は会議室解約の手続きを取る。

2-3.結果の連絡

予約・解約の結果は、団体として予約回数の制限（３回/月など）、他の部会の予約を間違って消すなどの問題をなくすために総務部に連絡する。

2-4. 役員への報告

総務部は予約状況を定期的に予約者、3役に連絡する。

3. 人数、場所、予約日程

3-1.総会・例会・講演会（約５０名～）

大会場の予約は少なくとも４ヶ月以上前に日程を決め、受付開始日の受付開始時間に申し込むこと。

3-2.理事会・部会 (2～２5名)

公民館、コミュニティセンターで３ヶ月前に抽選予約する（２月１日、５月１日など１日目）。通常の予約は２ヶ月前の受付開始日の受付開始時間に申し込むこと。

＜場所・予約＞　予約は当該施設設置地区住民でないと予約できない
	場所
	費用
	予約日・予約の流れ※
	利用目的

	桜木公民館
	無料
	３ヶ月前に抽選（月２回：各第３希望まで）

２ヶ月前から予約（月４回）

予約の流れ：ケースＡ
	役員会・部会

	生涯学習センター
	無料
	３ヶ月前に抽選（月２回：各第３希望まで）

２ヶ月前から予約（月４回）

予約の流れ：ケースＡ
	役員会・部会

	浦和コミュニティセンター
	有料
	３ヶ月前に抽選（月２回：各第３希望まで）

２ヶ月前から予約（月４回）

予約の流れ：ケースＢ
	総会・例会・講演会・役員会・部会

	WityYouさいたま
	有料
	４ヶ月前に電話予約。２週間以内に支払い要。
	総会・例会・講演会

	市民活動サポートセンター
	無料
	電話で空き状況を確認し予約
	簡単な打ち合わせや急ぎの打ち合わせ

	武蔵浦コミュニティセンター
	有料
	Web サイトで予約
	役員会・総会・部会他

	
	
	
	


※予約の流れ

（ケースＡ）公民館・生涯学習センター予約システム／抽選申込・予約申込の流れ
	施設区分
	登録区分
	抽選申込期間
	抽選日
	抽選結果確認期間
	抽選後の空き施設
予約申込期間
	予約取消期日

	公民館 
	団体
	登録公民館を抽選申込で利用する場合
（月2回）
	利用月の3月前の
1日から14日まで
	抽選申込月の15日
	抽選申込月の
15日から
	落選団体の優先予約期間は
抽選申込月の17日から末日まで
	利用日の
前日の17時まで

	
	
	全公民館をフリー予約で利用する場合
（月4回）
	抽選による申込なし
	利用月の2月前の同日から
利用日の前日の17時まで
	


（ケースＢ）コミュニティ施設予約システム／抽選申込・予約申込の流れ
	施設区分
	登録区分
	抽選申込期間
	抽選日
	抽選結果確認及び
利用確定期間
	抽選後の空き施設
予約申込期間
	予約取消期日

	コミュニティ施設
	個人団体
	市内
	利用月の3月前の
1日から5日まで
	抽選申込月の6日
	抽選申込月の
7日から13日の17時まで
	落選団体の優先予約期間は
抽選申込月の17日から末日まで
	利用日の
3日前の17時まで

	
	
	市外
	抽選に参加できません
	利用月の2月前の1日から
利用日の3日前の17時まで
	


＜会議場所のその他の情報＞

1 桜木公民館

場所が良い（大宮駅は集まりやすい）、インターネット経由で空き確認、予約が出来る。（パスワード等必要）

2 生涯学習センター

桜木公民館と同じビルにある、インターネット経由で空き確認、予約が出来る。（パスワード等必要）

3 武蔵浦和コミニティーセンター

使用料は安い。電子機器など設備が整っている。部屋数も多い
4 浦和コミュニティセンター
満席のケースが多く利用が難しい。３ヶ月前の抽選

5 WityYouさいたま

事務ロッカーがある、登録団体である。インターネット経由で空き確認ができる。登録団体は４ヶ月前から予約できる。

6 市民活動サポートセンター
オープンスペース

4. パスワード登録者の変更届

登録者名を変更する場合は変更届を提出する。上記の会場はさいたま市であり、さいたま市に在住又は在勤者を登録者とする。利用者のさいたま市の比率は会員全体ではなく、会場を利用する人の比率である。

